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証券コード 2995 

2026年９月14日 

  （電子提供措置の開始日2026年９月７日） 

株 主 各 位 

東京都新宿区西新宿一丁目23番7号 

ジェイレックス・コーポレーション株式会社 

代表取締役社長 春田 英樹 

 

 第24回定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 さて、当社第24回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。 

 本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ

いて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサイトに掲載しておりますので、

同サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。 

【当社ウェブサイト】 
https://www.j-rex.co.jp/ 

 また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下の

サイトにアクセスして、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書

類/PR情報」を選択のうえ、ご確認ください。 

【東京証券取引所（東証上場会社情報サービス）】 

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の株主総会参考資料をご検討のうえ、同封の議決権行使用紙に議案に対する賛否をご表

示いただき、2026年９月25日（金曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願

い申し上げます。 

 なお、ご返送された議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、ご賛成

の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。 

敬具 

記 

 

１．日時    2026年９月29日（火曜日）14時30分 

（受付開始は14時00分より） 

２．場所    東京都新宿区西新宿一丁目23番７号 新宿ファーストウエスト16階 

当社 本社会議室（末尾の会場ご案内図をご参照ください） 

３．目的事項 

  報告事項  第24期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業報告及び計算書類報告の件 

 

  決議事項 

第１号議案 監査等委員でない取締役４名選任の件 

第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件 

     以上 
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株主総会参考資料 

 

第１号議案 監査等委員でない取締役４名選任の件 

 本総会の終結の時をもって、監査等委員でない取締役３名全員が任期満了となります。つきまし

ては、コーポレートガバナンスの一層の強化を図るため、監査等委員でない取締役を１名増員し、

４名の選任（再任３名）をお願いするものであります。候補者は以下の通りであります。 

候補者 
番号 

氏名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社
の株式の数 

１ 
再任 

春田 英樹 
1972年１月30日 

2002年10月 当社設立 

 525,000株  当社代表取締役社長（現任） 

2020年１月 J-REX AUSTRALIA Director（現任） 

２ 
再任 

鈴木 政保 
1966年８月13日 

2011年４月 当社入社 

7,500株 
2014年８月 不動産開発部長（現任） 

2015年９月 当社取締役常務執行役員（現任） 

2020年１月 J-REX AUSTRALIA Director（現任） 

３ 
再任 

近藤 祐 
1942年８月12日 

1965年４月 三井物産㈱入社 

1,500株 
1996年６月 同社取締役財務部長 

2004年４月 同社代表取締役副社長CFO 

2016年９月 当社取締役（現任） 

４ 
新任 

北村 純 
1956年４月21日 

1979年４月 三井物産㈱入社 

－株 
2006年８月 同社市場リスク統括部長 

2011年６月 欧州三井物産㈱取締役CFO 

2016年７月 東邦物産㈱常勤監査役 

（注１） 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

（注２） 近藤祐氏及び北村純氏は、社外取締役候補者であります。 

（注３） 当社は、近藤祐氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める

最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。同氏の再任が承認された場合には、当社は同氏との間で当該契約を継続する予定であ

ります。また、北村純氏の新任が承認された場合には、当社は同氏との間で当該契約を締結す

る予定であります。 
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第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件 

 本総会の終結の時をもって、監査等委員である取締役１名が任期満了となります。つきましては、

監査等委員である取締役を１名の選任（再任１名）をお願いするものであります。候補者は以下の

通りであります。 

候補者 
番号 

氏名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社
の株式の数 

１ 
再任 

多田 修 
1952年９月26日 

1981年11月 
 

昭和監査法人（現EY新日本有限責任監査法
人）入所 

－株 

1985年８月 公認会計士登録 

1997年５月 
 

太田昭和監査法人（現EY新日本有限責任監
査法人）社員 

2003年５月 
 

新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限
責任監査法人）代表社員 

2008年７月 同法人シニアパートナー 

2014年７月 多田修公認会計士事務所開設 

2016年６月 大和ハウスリート投資法人監督役員 

 ㈱電業社機械製作所 社外取締役 

2016年９月 当社取締役（監査等委員）（現任） 

2019年６月 
 

㈱電業社機械製作所 社外取締役（監査等委
員） 

2022年６月 
 

公益財団法人画像情報教育振興協会 監事
（現任） 

（注１） 上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

（注２） 多田修氏は、社外取締役候補者であります。 

（注３） 当社は、多田修氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める

最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。同氏の再任が承認された場合には、当社は同氏との間で当該契約を継続する予定であ

ります。 
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【添付書類】 

事 業 報 告  

（2025年７月１日から2026年６月30日まで） 

 

１．株式会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及び成果 

当事業年度（2025年７月１日～2026年６月30日）における我が国経済は、賃金上昇や企業収益

の改善を背景に、引き続き緩やかな回復基調を維持しております。もっとも、物価上昇が消費行

動に与える影響や、国際的な貿易・関税政策の動向等による景気の下振れリスクも存在し、引き

続き先行き不透明な状況への注視が必要です。 

当社が属する不動産業界では、国内外からの高水準な投資需要が継続しております。米不動産

サービス大手のジョーンズラングラサールの調査によると、2025年の年間国内不動産投資額は前

年比13％増の６兆2180億円と2007年の調査開始以来、過去最高額を更新するなど、引き続き日本

の不動産市場に強い投資資金が集まっております。 

このような事業環境の中、当事業年度の売上高は19,097,179千円（前事業年度比3.1％増

加）、営業利益は2,417,599千円（同24.1％増加）、経常利益は2,369,022千円（同13.7％増

加）、当期純利益は1,511,123千円（同14.7％増加）となりました。 

セグメント別の業績は、次の通りであります。 

① 不動産開発事業 

自社開発物件の開発・企画・販売の拡大に努めた結果、売上高は17,200,091千円（前事業年度

比2.5％増加）、セグメント利益は3,389,134千円（同54.1％増加）となりました。 

② 不動産関連サービス事業 

収益物件の取得等により、売上高は1,897,087千円（前事業年度比8.6％増加）、セグメント利

益は1,035,633千円（同22.4％増加）となりました。 

 

＜セグメント売上高＞                                                                 （単位:千円） 

回次 23期 24期 

前事業年度比 

会計期間 

自2024年7月 1日 
至2025年6月30日 

自2025年7月 1日 
至2026年6月30日 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

不 動 産 開 発 事 業 16,783,132 90.6 17,200,091 90.1 416,959 2.5 

不動産関連サービス事業 1,746,606 9.4 1,897,087 9.9 150,481 8.6 

合計 18,529,738 100.0 19,097,179 100.0 567,441 3.1 

 

＜セグメント利益＞                                                                  （単位:千円） 

回次 23期 24期 

前事業年度比 

会計期間 

自2024年7月 1日 
至2025年6月30日 

自2025年7月 1日 
至2026年6月30日 

金額 金額 金額 増減率 

不 動 産 開 発 事 業 2,199,070 3,389,134 1,190,064 54.1 

不動産関連サービス事業 846,294 1,035,633 189,339 22.4 

合計 3,045,364 4,424,768 1,379,403 45.3 
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（２）資金調達の状況 

 当事業年度において、所要資金として、金融機関より長期借入金8,393,000千円の調達を行いま

した。 

 

（３）設備投資の状況 

 特記すべき事項はありません。 

 

（４）直前三事業年度の財産及び損益の状況 

  

第21期 

2023年６月期 

 

第22期 

2024年６月期 

 

第23期 

2025年６月期 

 

第24期 

2026年６月期 

（当事業年度） 

売上高 （千円） 16,809,036 17,103,113 18,529,738 19,097,179 

経常利益 （千円） 1,958,325 1,965,452 2,084,072 2,369,022 

当期純利益 （千円） 1,185,272 1,212,202 1,317,678 1,511,123 

１株当たり当期純利益 （円） 368.90 377.28 410.11 470.32 

総資産 （千円） 24,378,972 31,152,087 33,620,461 37,191,800 

純資産 （千円） 10,375,676 11,467,391 12,662,975 14,050,397 

１株当たり純資産 （円） 3,229.28 3,569.06 3,941.17 4,372.98 

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。 

 

（５）対処すべき課題 

 当社の事業を取り巻く環境は、先行きに不透明感があるものの、景気は底堅く推移するものと

みております。 このような環境の下、当社の対処すべき課題は以下の通りと認識しております。 

① 事業用地の安定的な取得 

 当社の主力事業である不動産開発事業を推進していく上で、優良な事業用地の取得は必要不可

欠です。当社は、東京23区を中心としたエリアでの収益性のある事業用地仕入の継続的な確保を

するため、仕入・開発力の一層の強化を図り、安定的かつ持続的に仕入れを可能とするために、

第一次的な不動産情報を有する不動産業者、金融機関、建設会社、税理士事務所等との関係強化

に努めてまいります。 

② 商品企画・サービス強化 

 利便性が高く賃貸需要の強い地域を中心に展開している当社の主力ブランド「レオーネ」は、

「Residence」と唯一の「One」から名付けた都市型賃貸マンションであり、さらに高品質で大型

の「レクシード」は、「Residence」と「卓越する」の「Exceed」から名付けたもので、そのほか、

当社では、「高品質な住宅の創造と、より快適でやすらぎのある暮らしの演出」をコンセプトとす

るファミリーやDINKS層向けマンション「レアシス」（「Residence」と「憩いの場」を意味する「Oasis」

から命名）などのブランドを展開しています。 

 今後も、顧客のライフスタイルに応じた住まい方の提案とライフプラン・ビジネスプランに応

じた物件選びの提案を実現するため、顧客の声を集めるコミュニティの場（説明会、セミナー等）

を広め、商品企画・サービス強化を図ってまいります。 

③ 財務基盤の強化 

 物件を安定的かつ持続的に供給をしていくには、金融機関からの資金調達が必要です。当社は、

販売用不動産、事業用地及び資産の取得資金を主に金融機関からの借入で賄っているため、金利

の動向に大きな影響を受ける財務構造となっております。今後の事業拡大及び競争力の強化のた

めには、在庫管理と財務体質の更なる整備と強化が必要であると認識しております。 
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 今後とも、資金投資と回収のバランスを意識し、在庫を厳格に管理し、併せて厳密な財務管理

による早期の投下資本の回収と安定的な収益の確保に努め、財務基盤の充実を図ってまいります。 

④ 内部管理体制の強化 

 当社は、企業価値の最大化を図るためには、経営の健全化、透明性及び客観性を高めることが

必要であると考えております。当社におきましては、コーポレート・ガバナンスの強化の一環と

して内部統制システムの構築に関する基本方針を制定しております。同基本方針の着実な運用に

加えて、経営トップからのメッセージ発信及びコンプライアンス教育の強化に努めてまいります。 

⑤ コンプライアンス経営の強化 

 当社の展開する事業に関連する法規は多岐にわたり、また関連法規の制定・改廃が相次いでお

ります。これらに対応するため、コンプライアンス体制をよりいっそう充実させるとともに、社

員への教育を徹底し、経営管理体制の強化に努めてまいります。 

 また、当社は監査等委員会設置会社であり、社外取締役を複数名設置する体制となっておりま

す。専門的で幅広い知識を有する社外取締役は、独立した立場から経営を監視し、必要ある場合

には業務意思決定に反対することを可能とする体制としております。 

⑥ 優秀な人材確保及び教育研修の実施 

 当社の安定的かつ継続的な成長には、不動産の企画、開発、設計、施工管理、建物管理、賃貸

管理といった専門的知識及び経験を有する人材や宅地建物取引士、建築士等の専門的な資格を有

する人材、また、当社の企業理念や経営方針を理解した、当社の成長を支える社員を継続して採

用、育成することを行ってまいります。 

⑦ 技術革新への対応 

 当社では、最新のテクノロジーをビジネスに導入し、業務改善を図っていますが、ITの技術革

新スピードは速く、今後もその環境変化へ対応することが重要であると考えております。そのた

め、最新の技術動向や環境変化を常に把握できる体制を構築してまいります。 
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（６）主要な事業内容（2026年６月30日現在） 

事業区分 事業内容 

不動産開発事業 ■ 都市型賃貸マンション開発 
 主として東京23区内の利便性が高く賃貸需要の強い地域において都市型
賃貸マンションの開発を行い、自社ブランド「レオーネ」、「レクシード」、
「レピュア」シリーズ等の「デザインレジデンス」（当社登録商標）を、不
動産ファンド・投資家・事業法人等に販売（信託受益権の販売を含む。）し
ております。 
 地域のポテンシャルを最大限に引き出し、地域特性や周辺環境に調和し
た空間を創造する「企画力」と「デザイン力」が当社開発物件の特徴の一
つです。 
また、定期的なマーケティングに基づく入居者ニーズの研究、コンセン

トWi-Fi等IoT機器の標準装備化、共用部の充実に取り組むなど高い付加価
値をつけることで賃貸物件としての魅力を高めてきました。最近では、リ
モートワークに適した物件の需要も高まっており、収益性の向上に寄与し
ています。 
■ 分譲マンション開発 
 東京都内及び横浜を中心としたエリアに、企画力・デザイン力・土地情報
収集力によって、周辺環境を活かした魅力ある分譲マンションの開発を行
い、ファミリーやDINKS層を対象とした自社ブランド「レアシス」シリーズを
中心に展開をしております。当社が長年の実績と信頼で構築された協業可能
な企業との幅広いネットワークによる共同事業も行っています。 
 

不動産関連 
サービス事業 

■ 賃貸管理サービス 
 顧客が購入した物件について、当社の独自のネットワークを活かした賃
貸募集を行い、入居・退去時の事務作業、入居者対応、修繕対応など一連
の賃貸管理サービスを総合的に提供しています。物件オーナー向けの資産
管理アプリ、物件入居者向けの情報提供アプリの提供を通じて、物件所有
者、入居者双方の利便性に配慮して満足度の向上につなげています。 
 また、空き店舗やスペースを利用して、トランクルーム、バイクガレー
ジ、コインパーキング、コンビニエンスストア、無人店舗（スタッフレス
ボックス）などの企画運営を行っています。このほか、イベントスペース
などの時間貸しにWebを利用するなどのサービスにも進出しています。 
■ マンション管理サービス 
 顧客が購入したマンションの資産価値維持・向上のため、共用部分の管
理を行います。日常の設備点検・清掃から補修・工事などの長期修繕、管
理組合の運営、サポート事務まで一連のサービスを提供します。 

 

 

（７）主要な事業所（2026年６月30日現在） 

本社：東京都新宿区 

 

（８）従業員の状況（2026年６月30日現在）  

従業員数 前期末比増減数 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 

43名 １名増 36.4 6.1 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は除いております。 

 

（９）重要な親会社及び子会社の状況 

 該当事項はありません。 
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（10）主要な借入先及び借入額（2026年６月30日現在） 

借入先 借入額（千円） 

大東京信用組合 1,873,150 

㈱あおぞら銀行 1,479,310 

㈱東京スター銀行 1,393,800 

㈱SBJ銀行 1,379,159 

㈱武蔵野銀行 1,145,000 

新生インベストメント＆ファイナンス㈱ 1,015,000 

㈱三井住友銀行 952,494 

㈱オリックス銀行 933,800 

㈱商工組合中央金庫 852,332 

朝日信用金庫 731,220 

 

（11）その他株式会社の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 
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２．株式に関する事項（2026年６月30日現在） 

（１）発行可能株式総数    普通株式  13,950,000株 

（２）発行済株式の総数     普通株式    3,490,500株（自己株式277,500株を含む） 

（３）株主数                  ６名 

（４）大株主 

株主名 持株数 持株比率 

SFマネジメント㈱  2,677,500株 83.3％ 

春田 英樹 525,000株 16.3％ 

鈴木 政保 7,500株 0.2％ 

近藤 祐 1,500株 0.1％ 

大谷 昇 1,400株 0.1％ 

中央パシフィック住宅販売㈱ 100株 0.0％ 

       (注)持株比率は発行済株式数より自己株式数（277,500株）を控除して計算しております。 

 

（５）当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況 

 該当事項はありません。 

 

（６）その他株式に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 

 

３．株式会社の新株予約権等に関する事項（2026年６月30日現在） 

（１）当事業年度末における当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況 

 該当事項はありません。 

 

（２）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付された新株予約権の状況 

 該当事項はありません。 
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４．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査等委員の氏名等（2026年６月30日現在） 

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 春田 英樹 SFマネジメント㈱ 代表取締役 

取締役常務執行役員 鈴木 政保 不動産開発部長 

取締役 近藤 祐 － 

取締役（監査等委員・常勤） 大谷 昇 － 

取締役（監査等委員） 山中 健児 

石嵜・山中総合法律事務所 代表弁護士 

専修大学法科大学院 客員教授 

㈱Speee 社外取締役（監査等委員） 

取締役（監査等委員） 多田 修 公益財団法人画像情報教育振興協会 監事 

（注１) 近藤祐氏、山中健児氏及び多田修氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 
（注２) 山中健児氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有しております。

また、多田修氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有しております。 

（注３) 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委員を
置いております。 

 

（２）辞任した会社役員又は解任された会社役員に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（３）責任限定契約に関する事項 

 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償を限定する

契約を社外役員との間で締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法

令が定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定契約が認められるのは、社

外役員が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限ら

れます。 

 

（４）補償契約に基づく補償に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（５）役員等賠償責任保険契約に関する事項 

該当事項はありません。 
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（６）役員の報酬等の額 

区分 

支給 

人数

（人） 

報酬等の種類別の額（千円） 

摘要 
基本報酬 

業績連動 

報酬等 

非金銭 

報酬等 
計 

取締役 

（監査等委員及び社外役員を除く） 
３ 49,470 － － 49,470  

監査等委員 

（社外役員を除く） 
１ 4,200 － － 4,200  

社外取締役 ３ 6,600 － － 6,600  

（注１) 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。また、2025年
９月30日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含んでおります。 

（注２) 取締役の報酬限度額は、2017年９月28日開催の第15回定時株主総会において年額500,000千円
以内と決議いただいております。 

（注３) 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年９月26日開催の第14回定時株主総会におい
て年額50,000千円以内と決議いただいております。 

 

（７）社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係 

 重要な兼職の状況は「（１）取締役及び監査等委員の氏名等」に記載の通りですが、兼職先

である法人等と当社との間に特別な関係はありません。 

② 主要取引先等特定関係事業者との関係 

 該当事項はありません。 

③ 当事業年度における主な活動状況 

区分 氏名 主な活動状況 

取締役 近藤 祐 

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席しま

した。主に商社・保険会社での役員の実績があり、当該見地か

ら意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を

確保するための助言・提言を行っております。 

取締役 

監査等委員 
山中 健児 

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査等委

員会12回のうち12回に出席しました。主に弁護士として、専門

的見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っております。 

取締役 

監査等委員 
多田 修 

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査等委

員会12回のうち12回に出席いたしました。公認会計士として、

専門的見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥

当性・適正性を確保するための発言を行っております。 
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５．会計監査人に関する事項 

（１）名称：Mooreみらい監査法人 

 

（２）会計監査人との責任限定契約の内容 

該当事項はありません。 

 

（３）報酬等の額 

 支払額（千円） 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 11,000 

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 11,000 

（注１） 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積もり

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査の報酬等

の額について同意の判断をしております。 

（注２） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と株式会社東京証券取引

所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規定の特例に基づく監査の監査報酬等を明確

に区分しておらず、実質的にも区別できませんので、合計額を記載しております。 

 

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合など、その必要があると判断した

場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基

づき、当該議案を株主総会に提出いたします。また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340

条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員会全員の同意に基づき、

会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告します。 
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６．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

（１）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制 
 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の通りであります。 

① 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（a）企業行動規範を作成し、取締役、従業員その他会社の業務に従事する者すべてが業務を遂行す

るにあたり、また個人として行動するうえで遵守すべき基本的な事項を定める。 

（b）取締役は、経営に関する重要事項のみならずリスク情報を含めて取締役会に報告して情報を共

有し、協議することにより、取締役会による取締役の職務執行の監督を充実させる。 

（c）取締役会は、取締役会規程に従い取締役会に付議された議題のほか、法令、定款および本規程

に定める事項を決議し、会社の業務意思決定が会社の法令・定款に適合させる体制とする。 

（d）取締役および従業員が法令定款違反をした場合には、速やかに監査等委員会および取締役会に

報告し、法令遵守の緊張感を維持する。 

（e）監査等委員会は、監査等委員監査基準に従い監査を実施し、取締役の職務の執行を監視・監督

する。 

（f）反社会的勢力との関係については、取締役が率先して厳格なる対応をし、排除する。 

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（a）契約管理規程、印章管理規程、文書管理規程を定め、文書の作成、管理、保存という基本的事

項の運用・管理を行う。 

（b）株主総会議事録、取締役会議事録、監査等委員会議事録、稟議書は、適時適切に作成するとと

もに、適切に保管して取締役、監査等委員の職務執行の証跡とする。 

（c）業務上取り扱う顧客等の情報資産および当社の情報資産を各種脅威から守り、企業としての社

会的使命を果たすための情報セキュリティ基本方針に従い、情報を適切に保全する。 

（d）文書の作成、保存及び管理等の状況について、監査等委員は適時に閲覧、質問することができ、

会社は、監査等委員の閲覧、質問により会社の不利益になることが明らかでない限りこれを拒

否できない。 

③ 損失の危険管理に関する規定その他の体制 

（a）業務分掌規程に基づき各部署の役割を明確にし、リスク管理規程により業務上のリスクを予見

し、リスクの回避、軽減および移転その他必要な措置を事前に講じる。 

（b）特に、甚大なリスクが顕在化したときには、代表取締役をリスク管理統括責任者とする緊急事

態対応体制に移行し、被害の拡大を最小限にとどめることとする。 

④ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（a）取締役会を月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、重要事項に係る意

思決定を機動的に行うことにより、取締役の職務の執行の効率性を図るのみならず、取締役は

相互にその効率性の監督を行う。 

（b）取締役会の決定に基づく職務の執行については、組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程を

遵守し、それぞれの責任者、その責任範囲及び執行手続きの詳細について定める他、常時閲覧

可能とし、効率的に職務の執行が行える体制を確保する。 

（c）事業の運営においては、将来の事業環境に対する予測を踏まえた中期経営計画を立案し、これ

に基づく全社的な予算並びに目標を設定の上、取締役はこれに則して職務を執行することによ

り、効率的に職務を執行するものとする。また、状況を踏まえ、適宜予算並びに目標の修正等

を行うことにより、効率性を確保する。 

⑤ 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（a）コンプライアンス規程を遵守し、コンプライアンス違反を洗出し対応する。 

（b）必要に応じて、外部の専門家を起用し、法令及び定款違反行為に及ぶ恐れのある事象を事前に

相談する等、社内で未然に防止する体制とする。 
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（c）反社会的勢力への対応は、反社会的勢力対策規程を遵守し、不当要求などの被害を防止する体

制とする。 

（d）内部監査担当が定期的に行う各部門監査の中で法令及び定款遵守状況に関する監査を行い、そ

の実効性を確認し、必要に応じて改善指示を行うこととする。 

（e）監査等委員会は、当社の法令及び定款遵守体制の運用に問題があると認めるときは、担当取締

役もしくは取締役会へ意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができることとする。 

⑥ 監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項 

（a）監査等委員会から補助使用人の設置を求められた場合は、取締役会は監査等委員会と協議のう

え、担当取締役及び使用人のなかから補助使用人を任命し、補助に当たらせる。 

⑦ 補助使用人の取締役からの独立に関する事項 

（a）補助使用人が設置された場合は、当該補助使用人の業務執行部門からの独立性に配慮する。 

（b）補助使用人の評価は監査等委員が行い、当該使用人の任命、解任、人事異動、賃金等の改定に

ついては、所属部長と監査等委員による協議の上、監査等委員会が決定するものとする。 

（c）当該使用人の懲戒等に関しては、あらかじめ監査等委員会の承諾を得るものとする。 

⑧ 補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（a）補助使用人への指揮命令権は監査等委員に帰属するものとし、監査等委員以外の取締役の指

揮・命令は受けないものとする。 

⑨ 監査等委員会への報告体制 

（a）取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見したときは、法令に従

い直ちに監査等委員会に報告する。 

（b）監査等委員会は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するため、

取締役会及び重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な契

約書等を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求めることができることとする。 

⑩ 監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないこと

を確保するための体制 

 監査等委員会に報告をしたことを理由として、当該報告者が不利益な取扱を受けないよう、当

該報告者を保護するために監査等委員会は監視監督をする。 

⑪ 監査等委員会の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

（a）監査等委員会が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、

当該監査等委員の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務

を処理する。 

⑫ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（a）監査等委員会は、当社の会計監査人より会計監査の内容について説明を受けるとともに、情報

交換を行い、連携を図っていくこととする。 

（b）監査等委員会は、実効性確保のため内部監査担当との連携を図り、日ごろより意見交換を行い、

監査の効率性を高めることとする。 

（c）監査等委員会は、代表取締役社長との定期的な意見交換会等を開催する。 

 

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

   監査体制 

  （監査等委員会） 

 監査等委員会の監査・監督機能を円滑に発揮できる環境とするため、社内取締役である常勤監

査等委員が情報の収集と監査等委員間での共有に積極的に努めました。 
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７．株式会社の支配に関する基本方針に関する事項 

該当事項はありません。 

 

８．特定完全子会社に関する事項 

該当事項はありません。 

 

９．親子会社等との取引に関する事項 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表  

（2026年６月30日現在） 

                                   （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部)  （負 債 の 部）  

流動資産  35,211,864 流動負債 13,187,460 

  現 金 及 び 預 金 3,337,477   買 掛 金 25,140 

  売 掛 金 47,916   短 期 借 入 金 8,286,672 

  販 売 用 不 動 産 16,871,504   １年以内返済予定の長期借入金 3,021,464 

  仕掛販売用不動産 14,491,313   未 払 法 人 税 等 696,267 

  前 渡 金 350,638   前 受 金 138,025 

  前 払 費 用 66,105   前 受 収 益 23,116 

  そ の 他 46,908   預 り 金 843,858 

      賞 与 引 当 金 26,899 

固定資産  1,979,936   そ の 他 126,016 

 有形固定資産  161,851     

  建 物 （ 純 額 ） 59,327 固定負債 9,953,942 

  土 地 100,943   長 期 借 入 金 9,696,508 

  その他（純額） 1,581   退職給付引当金 1,962 

      役員退職慰労引当金 86,170 

 無形固定資産  253   預り敷金保証金 169,300 

  ソ フ ト ウ エ ア 253     

    負 債 合 計 23,141,402 

 投資その他の資産  1,817,831 （純 資 産 の 部）  

  関 係 会 社 株 式 175,000 株主資本 14,050,397 

  出 資 金 7,200  資本金 895,880 

  繰 延 税 金 資 産 1,343,797  利益剰余金 13,622,671 

  長 期 性 預 金 81,377   利 益 準 備 金 106,941 

  そ の 他 210,456   その他利益剰余金 13,515,730 

      繰越利益剰余金 13,515,730 

     自己株式 △468,153 

    純 資 産 合 計 14,050,397 

資 産 合 計 37,191,800 負債・純資産合計 37,191,800 
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損 益 計 算 書  

（2025年７月１日から2026年６月30日まで） 

                                   （単位：千円） 

科  目 金  額 

売 上 高    19,097,179  

売 上 原 価    13,761,121  

 売 上 総 利 益    5,336,058  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費    2,918,458  

 営 業 利 益    2,417,599  

営 業 外 収 益      

 受 取 利 息  5,655          

 受 取 配 当 金  119    

 還 付 消 費 税 等  484,671    

 そ の 他  30,123  520,571  

営 業 外 費 用      

 支 払 利 息  452,711    

 支 払 手 数 料  116,436  569,148  

 経 常 利 益    2,369,022  

特 別 利 益      

 固 定 資 産 売 却 益  82,600  82,600  

 税 引 前 当 期 純 利 益    2,451,623  

 法人税、住民税及び事業税  1,159,474    

 法 人 税 等 調 整 額  △218,973  940,500  

 当 期 純 利 益    1,511,123  
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（2025年７月１日から2026年６月30日まで） 

                                                                              (単位：千円) 

 株主資本 

純資産 
合計 

 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

 

利益準備金 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 
 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 895,880 94,571 12,140,677 12,235,248 △468,153 12,662,975 12,662,975 

当期変動額        

剰余金の配当  12,370 △136,070 △123,700  △123,700 △123,700 

当期純利益   1,511,123 1,511,123  1,511,123 1,511,123 

当期変動額合計 － 12,370 1,375,052 1,387,422 － 1,387,422 1,387,422 

当期末残高 895,880 106,941 13,515,730 13,622,671 △468,153 14,050,397 14,050,397 

 

  



 - 19 - 

 個 別 注 記 表  

 

（重要な会計方針に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

関係会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）棚卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算

定）を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備は除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物は定額法、その他は定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建 物 ３〜47年 

構 築 物 10年 

車 両 運 搬 具 ６年 

工具、器具及び備品 ３〜20年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエア 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

（３）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計

上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益認識する通常の時点）は以下の通りであります。 

（１）不動産開発事業 

不動産開発事業は、主にマンションの開発・分譲、賃貸マンションの開発・販売等を行っ

ております。不動産等の売買契約に定められた引渡義務を履行することにより、顧客である

買主が当該不動産等の支配を獲得した時点で収益を認識しております。 

（２）不動産関連サービス事業 

不動産関連サービス事業は、マンション等の賃貸管理、建物管理、トランクルーム等のス

ペース賃貸等を行っており、顧客との賃貸借契約等による合意内容に基づき収益を認識し

ております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

（貸借対照表） 

 前事業年度において独立掲記しておりました「構築物」（当事業年度は0千円）、「車両運搬具」（同

473千円）及び「工具、器具及び備品」（同1,107千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事

業年度より有形固定資産の「その他」に含めて表示しております。 
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（会計上の見積りに関する注記） 

（棚卸資産の評価） 

 当社は、棚卸資産の評価を行い、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場

合には、収益性が低下しているとみて、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としておりま

す。 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

区分 金額（千円） 

販売用不動産 16,871,504 

仕掛販売用不動産 14,491,313 

棚卸資産評価損（売上原価） 1,704,410 

 

（２） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①（１）に記載した金額の算出方法 

 当社は、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額を下

回っている販売用不動産及び仕掛販売用不動産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会

計処理を適用しております。会計処理の適用に当たっては、個別物件ごとに売価及び追加コス

トの見積りを行ったうえで正味売却価額を算定しており、正味売却価額が帳簿価額を下回った

場合に、帳簿価額を正味売却価額まで切り下げて評価額を計上しております。 

②重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定 

 正味売却価額の算定に当たり、投資家向け分譲については、賃料、空室率、賃貸費用等に

関し、市場の動向、類似不動産の取引事例、過去の実績等を総合的に勘案の上決定しており

ます。割引率については、類似の取引事例や金利推移等を踏まえ決定しております。マン

ション分譲については、直近の販売実績や市場の動向等を踏まえた上で決定しております。

また必要に応じて、不動産鑑定士による不動産鑑定評価を取得しております。 

③重要な会計上の見積りが当事業年度と翌事業年度の財務諸表等に与える影響 

 当該主要な仮定は財務諸表作成時点における最善の見積りに基づき決定しておりますが、

見積りと将来の結果が異なる可能性があります。すなわち、経済環境等の悪化等に伴う賃料

の低下及び空室率の上昇、想定外の追加コストが発生すること等による賃貸費用の悪化、市

場金利の変動に伴う割引率の上昇、マンション販売市況の悪化に伴う販売価額の低下等によ

り、正味売却価額の算定に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に関する注

記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産 

現金及び預金 163,965千円 

販売用不動産 14,058,562千円 

仕掛販売用不動産 12,683,126千円 

建物 40,863千円 

土地 94,393千円 

合計 27,040,912千円 

 

（上記に対応する債務） 

短期借入金 8,120,140千円 

１年以内返済予定の長期借入金 2,762,905千円 

長期借入金 9,076,839千円 

合計 19,959,884千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額  

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の総数に関する事項 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び数： 普通株式 3,490,500株 

（２）当事業年度末における自己株式の種類及び数： 普通株式 277,500株 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額等 

決議 
株式の 
種類 

配当金 
の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2025年８月26日 
取締役会 

普通株式 123,700 38.5 2025年６月30日 2025年９月30日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 
種類 

配当の 
原資 

配当金 
の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

2026年８月21日 
取締役会 

普通株式 
利益 
剰余金 

125,307 39.0 2026年６月30日 2026年９月30日 

 

  

117,570千円 
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（税効果会計に関する注記) 

（繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳） 

繰延税金資産  

棚卸資産評価損 1,276,286千円 

賞与引当金 8,478千円 

役員退職慰労引当金 27,161千円 

未払事業税等 29,943千円 

その他 6,171千円 

繰延税金資産小計 1,348,040千円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △4,242千円 

評価性引当額小計 △4,242千円 

繰延税金資産合計 1,343,797千円 

繰延税金資産純額  1,343,797千円 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。また、短

期的な運転資金を銀行借入により調達しております。 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

借入金は、主に事業計画に係る資金調達を目的としたものであります。 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、各部が主要な顧客の状況を定期的にモニタリングし、管理部は顧客ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の通りであります。 

 
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

（千円） 
差額 

（千円） 

長期性預金 81,377 81,011 △366 

資産計 81,377 81,011 △366 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 12,717,973 12,718,697 724 

預り敷金保証金 169,300 166,993 △2,307 

負債計 12,887,274 12,885,690 △1,583 

（注１） 現金並びに短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する預金、売掛金、買掛金、短期借

入金、未払法人税等については記載を省略しております。 

（注２） 関係会社株式については、市場価格がないことから、上記に含めておりません。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ
のレベル に分類しております。 
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時
価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

 レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時間の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。 
（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

 該当事項はありません。 
（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期性預金 － 81,011 － 81,011 

資産計 － 81,011 － 81,011 

長期借入金（１年内返済予定を含む） － 12,718,697 － 12,718,697 

預り敷金保証金 － 166,993 － 166,993 

負債計 － 12,885,690 － 12,885,690 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
長期性預金 
 元利金の合計額を、同様の新規預金を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

長期借入金 
 元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値に
より算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

預り敷金保証金 

 期末の合計額を、信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により算定しており、その時

価をレベル２の時価に分類しております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１．関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 4,372円98銭 

２．１株当たり当期純利益 470円32銭 
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会計監査人の監査報告書（謄本） 

 

 独立監査人の監査報告書  
 

 2026年９月３日 

 

ジェイレックス・コーポレーション株式会社 

取締役会御中 

Mooreみらい監査法人 

東京都千代田区 

指 定 社 員 
公認会計士 高砂 晋平 

業務執行社員 

指 定 社 員 
公認会計士 梅澤 慶介 

業務執行社員 

 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ジェイレックス・コーポレーション株

式会社の2025年７月１日から2026年６月30日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」

という。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備

及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違がある

かどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が

あるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
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まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部

統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監

査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類

等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計

算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための

対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用して

いる場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以上 
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監査等委員会の監査報告書（謄本） 

 

 監 査 報 告 書  
 

 当監査等委員会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第24期事業年度における取締役

の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び

使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。 

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。

また、子会社については、子会社の取締役及び税理士と意思疎通及び情報の交換を行い、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組

みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加

えました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれていることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に揚げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし

た。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査の結果 

会計監査人Mooreみらい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

2026年９月４日 

 ジェイレックス・コーポレーション株式会社 監査等委員会 

常勤監査等委員 大谷 昇 

監査等委員 山中 健児 

監査等委員 多田 修 

 

（注）監査等委員の山中健児及び多田修は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。 
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株主総会会場ご案内図 
 

東京都新宿区西新宿1-23-7 

新宿ファーストウエスト16F 

お問合わせ：03-3345-6012 

 

 
【電車でお越しの方】 

JR線、京王線、小田急線、東京メトロ丸ノ内線、都営新宿線「新宿」駅S3出口より徒歩２分 

都営大江戸線「都庁前」駅A2出口より徒歩３分 

西武新宿線「西武新宿」駅より徒歩10分 

【お車でお越しの方】 

「新宿ランプ」を降りて、３つ目の信号を右折、３つ目の信号を右折、１つ目の信号を過ぎてすぐ

左側に地下時間貸駐車場への入口がございます。 

 


